
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　団員数は微増となっているが、まだまだ団員の確保が困難な状況にあるので、消防団の重要性や必要性を広く認識して
もらうため、PR活動を継続して行う。
　消防団員サポート事業所の増加に向け募集活動を行っていく。

　消防団員数が年々減少傾向にあったが、前年度に比べ、23
名増加した。
　しかし、近年の社会情勢の変化に伴い、今後も、団員確保
の困難な状況が予想されるため、引き続き募集活動を継続し
ていく必要がある。

・消防団員の名簿管理、福祉共済、報酬、出動手当等の事務
　を実施する。

　消防団員の確保については、４月以降、14名の入団があっ
た。
　消防団員サポート事業所は、30事業所から37事業所に増加
した。

・消防団員確保のためのポスター掲示やパンフレットの配布
　を行いPR活動を行う。
・消防団員報酬の支払い（10月、４月）
・退職報償金の支払い（９月：50名分）
・出場手当及び車両点検支払い（７月、10月、１月、４月）
・消防団員サポート事業所を現在の30事業所から10事業所増
　加を目標に、広報誌やホームページ等で募集していく。

・各支団役員会にて、団員募集ポスター等を各分団長へ配布
　し、協力店舗や詰所等に掲示を依頼（４月）
・消防団員報酬の支払いを実施
　（上半期：10月支払、下半期：４月支払）
・退職報奨金の支払いを実施（44名分）
・出場手当及び車両点検手当の支払いを実施
　（７月、10月、１月、４月）
・消防団員サポート事業所を増加させるために、広報誌やホ
　ームページ等で募集を実施（４月）

継続

消防団管理運営事業

職員のみ

01-090102-11 非常備消防運営に要する経費

     1,192.0

         0.0

     1,132.0

         0.0

     1,095.0

         0.0

     1,065.0

         0.0

     1,088.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

消防組織法

　つくば市消防団の円滑な運営を図り、市民の安全・安心に
寄与するため。

７支団（女性支団含む）

消防団員数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

908

活動指標

Ⅳ 2 (1) 災害に強いまちづくりの推進

消防本部地域消防課

消防団係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報酬：消防団員報酬　46,393千円
報償費：消防団員退職金等　30,316千円
旅費：災害出場手当等　40,455千円
交際費：団長交際費　200千円
需用費：活動服・防火服等　9,319千円
役務費：消防団メール使用料・福祉共済掛金等　3,999千円
委託料：消防団員健康診断委託料　1,040千円
使用料及び賃借料：無線機電波利用・テントレンタル　436千円
備品購入費：消防用ホース・消防用水槽内袋　981千円
負担金補助及び交付金：各負担金　29,071千円

     156,457      144,344

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          1.00

       180.00        180.00

無 無

       7,562        7,504

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      26,630       19,569       30,000            0

     122,265      117,271      132,210            0

     148,895      136,840      162,210            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・新分団長及び入団３年未満団員訓練(本部役員の指導)
・幹部団員訓練(本部役員の指導)
・消防ポンプ操法競技大会参加
・秋季点検(各分団詰所及び機械器具の点検等）
・応急手当指導員認定講習及び応急救護訓練を実施
　（普通救命講習を受講）
・消防団出初式において、訓示、表彰状等の授与、消防団車
　両による観閲式を実施

　事業計画に基づき、各種訓練を実施したことで、消防団員
として必要な技術を習得することができた。

・新分団長、３年未満団員訓練（５月　約150人）
・幹部訓練（６月　約250人）
・ポンプ操法訓練（５月～10月　3,240人）
・ポンプ操法競技大会（10月　約120人）
・秋季点検・各支団別訓練（11月　約1,000人）
・応急救護訓練（通年　約150人）
・女性支団救急講習会指導（通年　300人）
・出初式（１月　約1,000名）

・新分団長及び入団3年未満団員訓練（５月　117人参加）
・幹部団員訓練（６月　206人参加）
・ポンプ操法訓練（５月～10月　3,112人参加）
・ポンプ操法競技大会（10月　約120人参加）
・秋季点検・各支団別訓練（11月・通年　約1,000人参加）
・応急救護訓練を実施（通年　124人参加）
・女性支団による応急救護指導（通年　103回　延べ263人参
　加）
・出初式開催（H31年１月14日　約1,000人参加）

継続

消防技術向上事業（各種訓練・操法大会）

職員のみ

01-090102-11 非常備消防運営に要する経費

     4,915.0

         0.0

     4,930.0

         0.0

     5,157.0

         0.0

     5,059.0

         0.0

     5,643.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

消防組織法

　団員としての基礎知識を習得させ、活動時の迅速かつ安全
で正確な動作を身につけるため。

新分団長及び入団３年未満団員訓練、幹部団員訓練、消防ポンプ操法競技大会、秋季点検、救急講習会指導
員認定講習及び応急救護訓練、出初式

訓練参加者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

     5,400.0

         0.0

     5,070.0

         0.0

     5,070.0

         0.0

     5,070.0

         0.0

     6,070.0

         0.0

     6,070.0

         0.0

     6,070.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

909

活動指標

消防本部地域消防課

消防団係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費：出初式記念品等　545千円
旅費：訓練手当　13,463千円
需用費：訓練用品・出初準備品等　951千円

      20,389       26,168

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.00          1.50

       500.00        560.00

無 無

       8,369       11,976

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      12,020       14,192       14,959            0

      12,020       14,192       14,959            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・自治会等で組織された自衛消防団の運営と活動に対し、つ
　くば市補助金等交付適正化規則の定めるところにより、予
　算の範囲内で補助金を交付し、火災時の初期消火活動と地
　域住民が安心して生活できる防火意識の高揚に寄与する。

　申請のあった18団体に対し、補助金交付決定通知書を発送
することで、自衛消防団の充実・強化を図ることができた。

・自衛消防団に、つくば市自衛消防団運営補助金交付申請通
　知（４月１日：19団体）
・申請期間（４月中）
・交付決定通知書（４月～５月　申請ごと）
・実績報告書提出依頼（２月下旬）
・提出期間（３月末）
・交付確定通知書（３月中）
・補助金交付（４月）

・自衛消防団登録団体（19団体）へ補助金の要望書
　を送付（４月１日）
・送付団体19団体中、18団体から補助金交付申請がされ、審
　査の結果、18団体へ交付決定通知書を送付
　※１団体辞退のため。
・実績報告書提出依頼（２月20日）
・提出団体（18団体）
・交付確定通知書（３月29日）
・補助金交付（18団体　４月）

継続

自衛消防団運営補助事業

補助金（直接）

01-090102-11 非常備消防運営に要する経費

        18.0

         0.0

        15.0

         0.0

        18.0

         0.0

        19.0

         0.0

        18.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　自分の地域は自分で守る自衛消防団に対して消防機器の点
検整備、放水訓練、防災知識の普及・啓発等を実施し、有事
の際は、適切な初期消火活動にあたることができるようにす
る。

自衛消防団補助金交付団体数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

910

活動指標

消防本部地域消防課

消防団係

団体



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

補助金 ： 自営消防団運営補助金　720千円

       2,068        2,060

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.20

         0.00          0.00

無 無

       1,422        1,412

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         646          648          720            0

         646          648          720            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　消防水利の基準に基づき、耐震性貯水槽と消火栓をバランスよく配置し充足率を向上させる。

　耐震性貯水槽の新設には、国庫補助金（消防防災施設整備
費補助金）を要望しているが、補助金が採択されないため、
計画どおり進めない。

・火災消火時に必要な消火栓及び耐震性貯水槽の新設工事及
　び既存施設の維持管理を行う。
　既存消火栓　2,362基、既存防火水槽　2,029基
　（H30年４月１日現在）

　耐震性貯水槽１基（吉沼地区）を新設することができ、災
害に強い消防水利の充実及び強化が図られた。

・耐震性貯水槽：１基（吉沼地区）
・消火栓新設：20基（上郷地区４基、館野地区１基、
　　　　　　　中内地区３基、君島地区２基、作谷地区１基
　　　　　　　妻木地区３基、高須賀地区３基、
　　　　　　　小白硲地区３基）
・改良：3基（筑波地区３基）

・耐震性貯水槽の新設：１基（吉沼地区　１月）
・消火栓新設：20基（上郷地区４基　３月、
　館野地区１基　３月、中内地区４基　２月、
　君島地区２基　３月、作谷地区１基　１月、
　妻木地区３基　１月、鍋沼新田地区２基　12月、
　小白硲地区３基　１月）
・消火栓改良：３基（筑波地区３基　３月）

継続

消防水利整備事業

一部委託

01-090103-13 非常備消防施設に要する経費

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

         1.0

         0.0

         2.0

         0.0

         1.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

消防法

　消防施設整備計画に基づき、市民の安全を守るため消火活
動に必要な消防水利の充実を図る。

耐震性貯水槽新設数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

         9.0

         0.0

         2.0

         0.0

         1.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

法定事務

Ⅱ 1 1 災害に強いまちづくりの推進

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

911

活動指標

消防本部地域消防課

施設係

基



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費：水利標識等　108千円
委託料：飲料水兼用防火水槽清掃委託　537千円
　　　　耐震性貯水槽設計委託料　994千円
土木工事：防火水槽改修工事　16,146千円
　　　　　耐震性貯水槽建設工事　19,008千円
備品購入費：消火栓ＢＯＸ等　108千円
負担金：消火栓維持管理費負担金　9,250千円
　　　　消火栓新設工事負担金　27,225千円

      48,026       51,908

拡充

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          1.00

         0.00          0.00

無 無

       7,107        7,057

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　消防水利の充足率の向上を図るため、さらに整備を進める。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      15,600        7,600            0            0

           0            0            0            0

      25,319       37,251       77,006            0

      40,919       44,851       77,006            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　計画に基づいた建設を実施する。

　入札不調により計画に基づいた建設が出来ない。

・経年劣化に伴い、老朽化の著しい車庫及び詰所の改築及び
　維持管理を行う。

　災害時の拠点となる施設を建設することができ、良好な施
設の維持管理にもつながった。

・消防団車両車庫兼詰所改築工事：１箇所
　（豊里第１分団：上郷地区）
・消防団車両車庫兼詰所改築工事設計委託：１箇所
　（豊里第２分団：上郷地区）

・消防団車両車庫兼詰所改築工事を実施：１箇所
　（豊里第１分団：上郷地区　３月完成）
・消防団車両車庫兼詰所改築工事設計委託：１箇所
　（豊里第２分団：上郷地区　２月契約、H31完了予定）

継続

消防施設維持整備事業(車庫・詰所等）

一部委託

01-090103-13 非常備消防施設に要する経費

         2.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　地域の災害活動等を行う消防団車両の保管場所及び分団員
の災害対策拠点となる詰所等の良好な施設環境を確保する。

消防車両車庫兼詰所建築数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         2.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

         1.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

912

活動指標

消防本部地域消防課

施設係

棟



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費：現場作業用消耗品　56千円
光熱水費：電気料・上水道使用料等　4,232千円
修繕料：施設修繕料　1,804千円
役務費：携帯電話料等　486千円
委託料：空家住宅解体設計委託料　253千円
使用料及び賃借料：土地賃借料　465千円
工事請負費：ホース乾燥塔建築工事　1,296千円
　　　　　　消防施設改修工事　3,705千円
　　　　　　消防施設解体撤去工事　8,470千円
補助金：消防用施設整備補助金　200千円

      24,241       45,862

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

         0.00          0.00

無 無

       3,554        3,529

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0       27,600            0            0

           0            0            0            0

      20,687       14,733       20,967            0

      20,687       42,333       20,967            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　普通免許保持者でも対応可能な3.5ｔ未満消防ポンプ自動車を計画的に配備していく。

　H29年３月の道路交通法改正により、普通免許の車両重量
制限（5ｔ→3.5ｔ）が変更になったことで、普通免許で運転
できる車両へ変更せざるを得ない。

・消防ポンプ自動車の新規購入及び既存の消防自動車の維持
　管理を行う。

　車両更新計画に基づき、消防ポンプ自動車２台を購入した
ことで、消防団活動の充実強化を図ることができた。

・７月末までに入札、翌年の３月末までに納車
・消防団用消防ポンプ自動車：２台購入
　（豊里支団第２分団：上郷地区、谷田部支団第５分団：稲
　　岡地区）
・定期的な車検を行うとともに、修理が必要な車両について
　は、その都度、整備を行っていく。
・消防車両等車検：28台

消防団用消防ポンプ自動車購入：２台
９月　契約
２月　納車
・豊里支団第２分団（上郷地区）
・谷田部支団第５分団（稲岡地区）

通年　消防車両等車検：27台（１台廃車のため）

継続

消防車両管理運営事業

一部委託

01-090103-14 非常備消防車両に要する経費

         1.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

道路運送車両法

　災害時における消防ポンプ自動車の有効活用をすることに
より、市民の安全で安心なまちづくりを推進する。

消防団で使用する消防ポンプ自動車数

消防ポンプ自動車購入台数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         1.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

913

活動指標

Ⅳ 2 (1) 災害に強いまちづくりの推進

消防本部地域消防課

施設係

台



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：中間検査（往復運賃33,150円＋宿泊費12,000円）×1人＝45,150円
需用費：＠自動車用消耗品　175千円　＠燃料費　1,339千円
修繕料：＠公用車修繕料　1,638千円
　　　　＠車検整備料等　5,436千円
役務費：自賠責保険料等　1,309千円
備品購入費：消防ポンプ車2台　35420千円
　　　　　　発電機1台　152千円
公課費：自動車重量税等　1,820千円

      46,512       50,153

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

         0.00          0.00

無 無

       3,554        3,529

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      30,500       31,400            0            0

           0            0            0            0

      12,458       15,224       47,335            0

      42,958       46,624       47,335            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　各支団役員会等で、各分団の訓練経験者による勉強会を、継続して実施するように依頼する。

　水防訓練は、すべての団員が参加できないため、参加でき
ない団員を対象として、勉強会等を開催し全団員へ水防工法
等の知識を伝えていく必要がある。

・水防訓練への参加及び水防団体との連絡調整を行う。

　２つの水防訓練に参加し、各種水防工法の技術を習得した
ことにより、水防団として士気の向上及び消防力の強化に繋
がった。

・利根川水系県南水防事務組合、稲敷地方広域市町村圏事務
　組合・常総地方広域市町村圏事務組合の三組合による水防
　訓練に参加（５月に取手市で実施予定）
・鬼怒・小貝水防連合体水防訓練に参加（７月に下妻市で実
　施予定）

・利根川水系県南水防事務組合、稲敷地方広域市町村圏事務
　組合、常総地方広域市町村圏事務組合の三組合による合同
　水防訓練が、５月27日に取手市で実施し、桜・茎崎支団
　（38名）が参加
・鬼怒・小貝水防連合体水防訓練が、7月1日に下妻市で実施
　し、大穂・谷田部・筑波支団(58名）が参加

継続

水防訓練(水害対策）事業

職員のみ

01-090104-11 水防訓練に要する経費

        66.0

         0.0

       182.0

         0.0

       160.0

         0.0

        95.0

         0.0

        96.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

水防法

　水防活動において、消防団員が安全に迅速かつ的確な行動
がとれるようにする。

利根川水系県南水防事務組合水防訓練、鬼怒・小貝水防連合体水防訓練

訓練参加者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        80.0

         0.0

        80.0

         0.0

        80.0

         0.0

        80.0

         0.0

        80.0

         0.0

        80.0

         0.0

        80.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

914

活動指標

消防本部地域消防課

消防団係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費　水防活動手当　300千円
需用費　水防用消耗品等　193千円
使用料及び賃借料　訓練時バス賃借料　292千円
原材料費　土嚢用砂　81千円
負担金補助及び交付金　鬼怒小貝・利根川水防負担金　1,627千円

       4,837        4,143

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

        10.00         10.00

無 無

       2,159        2,143

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,678        2,000        2,493            0

       2,678        2,000        2,493            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


